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１ はじめに 

 2024 年 5 月 24 日、欧州連合理事会は、企業の持続可能性デュー・ディリジェンスに関す

る指令（Corporate Sustainability Due Diligence Directive）を採択しました。この指令の目的は、

企業の事業活動およびそのグローバルバリューチェーン全体において、持続可能で責任ある

企業行動を促進することにあります。 

 本稿では、現在 EU公式サイト1で公表されている情報を基に、本指令の要点をお伝えいた

します。後記のとおり、約 3年後から段階的な導入が始まりますので、適用可能性のある企

業は、早めに対応を進める必要があります。 

 

２ 本指令のもたらす利益 

(1) 市民にとっての利益 

• 労働権を含む人権のより良い保護 

• 気候変動への適応を含む現世代および将来世代のための健康的な環境 

• 企業への信頼の向上 

• 情報に基づいた選択を可能にする透明性の向上 

• 被害者の司法アクセスの向上 

 

(2) 企業にとっての利益 

• EUにおける統一された法的枠組みによる法的確実性と公平な競争環境の創出 

• 顧客の信頼と従業員のコミットメントの向上 

• 企業の人権および環境への悪影響に対する認識を向上させ、責任リスクを軽減する 

• リスク管理の向上、強靭性の強化、競争力の向上 

• 人材、持続可能性志向の投資家および公共部門に対する魅力の増加 

• イノベーションのインセンティブの増加 

• 資金調達能力の向上 

 

(3) 発展途上国にとっての利益 

• 人権および環境保護の向上 

• 持続可能な投資、能力構築、バリューチェーン企業への支援 

• 持続可能性に関する実務の改善 

• 国際基準の普及の促進 

• 住民の生活条件の改善 

 
３ 企業の義務 

(1) 企業の義務 

この指令は企業に対して、デューデリジェンスの実施を義務づけるものです。この義務の

核心要素は、企業自身の事業活動、子会社、およびバリューチェーンに関連する場合にはビ

 
1 https://commission.europa.eu/business-economy-euro/doing-business-eu/corporate-sustainability-due-diligence_ena 

https://commission.europa.eu/business-economy-euro/doing-business-eu/corporate-sustainability-due-diligence_en
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ジネスパートナーの事業活動における潜在的および実際の人権および環境への悪影響を特定

し、対処することにあります。さらに、この指令は、大企業に対して、パリ協定の 2050 年

気候ニュートラル目標および欧州気候法の中間目標に沿った気候変動緩和のための移行計画

を最善の努力をもって採用し、実施する義務を定めています。 

 

(2) 対象企業 

(i) EUの大規模な有限責任会社およびパートナーシップ 

従業員 1,000人以上および世界全体で 450百万ユーロ以上の売上高（純額） 

 

(ii)非 EUの大規模な企業 

EUで 450百万ユーロ以上の売上高（純額） 

 

本指令には、対象範囲およびバリューチェーン内での負担軽減が含む、企業が遵守しや

すくするための規定と、企業の負担を軽減するための規定が含まれています。 

 

(iii)中小企業 

中小零細企業は規則の対象外とされています。ただし、この指令は、バリューチェーン

におけるビジネスパートナーとして間接的に影響を受ける可能性のある中小企業に対する

支援および保護措置を提供しています。 

 

(3) 対応コスト 

企業が負担すべき費用は以下のとおりです。 

 

⚫ デューデリジェンスプロセスを確立し運営するための費用 

⚫ 必要に応じて、自社の事業活動やバリューチェーンをデューデリジェンス義務に適

応させるための支出および投資を含む移行費用 

 

４ 本指令の執行方法 

新しい規則は次の方法で執行されます。 

(1) 行政監督 

加盟国は、規則を監督および執行するための権限を持つ当局を指定します。各当局は、差

止命令や有効で適切かつ抑止力のある罰則（特に罰金）を通じて規則を執行します。欧州レ

ベルでは、監督当局の欧州ネットワークを設立し、欧州委員会が各国の代表者を招集のうえ、

協調的なアプローチを確保します。 

 

(2) 民事責任 

加盟国は、故意または過失によるデューデリジェンスの不履行により発生した損害につい

て、被害者が補償を受けられるようにします。 

 

５ 今後の流れ 

本指令は欧州連合官報に掲載されてから 20日後に発効します。加盟国は、2年間の猶予期

間内に本指令を国内法に転換し、関連する文書を欧州委員会に通知することとされています。

その 1年後から発行し、発効後 3年から 5年間の段階的導入を経て、各規則が企業に適用さ

れます。 

また、欧州委員会から関連するガイドラインが発行される予定です。 

 

（以上） 
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〈注記〉本資料に関し、以下の点をご了承ください。 

・ 本ニューズレターは 2024年 6月時点の情報に基づいて作成されています。 

・ 今後の政府による発表や解釈の明確化、実務上の運用の変更等に伴い、その内容は変更され

る可能性がございます。 

・ 本ニューズレターの内容によって生じたいかなる損害についても弊所は責任を負いません。 

 

◆ One Asia Lawyers ◆ 

「One Asia Lawyers Group」は、アジア全域に展開する日本のクライアントにシームレスで包括的

なリーガルアドバイスを提供するために設立された、独立した法律事務所のネットワークです。

One Asia Lawyers Group は、日本・ASEAN・南アジア・オセアニア各国にメンバーファームを有

し、各国の法律のスペシャリストで構成され、これら各地域に根差したプラクティカルで、シー

ムレスなリーガルサービスを提供しております。  

この記事に関するお問い合わせは、ホームページ https://oneasia.legalまたは info@oneasia.legal まで

お願いします。 

なお、本ニュースレターは、一般的な情報を提供することを目的としたものであり、当グループ

・メンバーファームの法的アドバイスを構成するものではなく、また見解に亘る部分は執筆者の

個人的見解であり当グループ・メンバーファームの見解ではございません。一般的情報としての

性質上、法令の条文や出典の引用を意図的に省略している場合があります。個別具体的事案に係

る問題については、必ず各メンバーファーム・弁護士にご相談ください。 

 

◆ アジア ESG/SDGsプラクティスグループ ◆ 

One Asia Lawyersは、ESG・SDGsと人権 DDに関して、東南アジア・南アジア・オセアニアな

どの海外においても、各国の法律実務に精通した専門家が、現地に根付いたプラクティカル

なアドバイス提供およびニューズレター、セミナーなどを通じて情報発信を行っています。

ESG・SDGs・人権 DD に関連してご相談がございましたら、以下の各弁護士までお気軽にお

問い合わせください。 

 

<著者／アジア ESG/SDGsプラクティスグループ> 

 

難波 泰明 

One Asia法律事務所 大阪オフィス パートナー弁護士アジア ESG/SDGs 

プラクティスグループ リーダー 

大阪市内の法律事務所での約7年間の勤務を経て独立し、法律事務所の

経営に携わり、国内企業の人事労務、紛争解決、知的財産、倒産処理

建築紛争、マンション管理、一般民事事件、刑事事件のほか、大阪市

債権管理回収アドバイザーなどの自治体実務を取り扱う。包括外部監

査人補助者も複数年にわたり務め、活用賞を受賞。 

2021年9月、弁護士法人One Asiaに参画。フィリピンチームを担当し、

2023年からフィリピンに駐在。フィリピン進出に関する法令調査、人

事労務、各種コンプライアンス、M&A、債権回収、撤退支援など、幅

広くアドバイスを提供している。 

yasuaki.nanba@oneasia.legal 

06-6311-1010 

mailto:yasuaki.nanba@oneasia.legal
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佐野 和樹 

One Asia Lawyers パートナー弁護士（日本法） 

ミャンマー拠点代表 

アジアESG/SDGsプラクティスグループ 

2013年よりタイで、主に進出支援・登記申請代行・リーガルサポート等

を行うM&A Advisory Co., Ltd.で3年間勤務。2016年のOne Asia Lawyers設

立時に参画し、ミャンマー事務所・マレーシア事務所にて執務を行う。

2019年にミャンマー人と結婚し、現在はミャンマーに居住しながらミャ

ンマー拠点代表として、アジア法務全般のアドバイスを提供している。  

kazuki.sano@oneasia.legal 

 

齋藤 彰 

One Asia Lawyers Group 顧問 

弁護士・神戸大学名誉教授・CEDR 認定調停人 

大手海運会社で北米・紅海・欧州向けの自動車専用船の運行管理を経

験したのち、研究者への転身を決意。神戸大学法学研究科で比較契約

法・国際取引法・国際 ADR 等の教育研究に従事し、学生の国際模擬仲

裁大会参加等を促進することにより、法律学のグローバル化に努めて

きた。また法科大学院生の海外インターンシップ制度や英語による 

LL.M.プログラムの創設を主導した。その間に、ICC 仲裁及び調停の実

務にも従事し、英国を代表する ADR 機関であるCEDR の調停スキルト

レーニング（CEDR MST）の日本での初の実施に尽力した。2018 年か

らOne Asia Lawyers の顧問に就任し、実務・教育・研究の架橋に勤めて

きた。ビジネスと人権及び海外腐敗慣行防止に向けた規律枠組みの最

新動向の調査研究にも取り組んでいる。 

akira.saito@oneasia.legal 

 

mailto:akira.saito@oneasia.legal

